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事業計画書

１　事業の実施主体
	会社名又は団体名
	

	主たる業種
	

	
	※日本標準産業分類の中分類を記入すること。

	資本金額又は出資総額
（個人は記入不要）
	円

	従業員数
（中小企業者が記入）
	人
	構成員数
（中小企業団体が記入）
	者

	業態
（中小企業団体が記入）
	□　事業協同組合・小組合
□　協同組合連合会
□　企業組合
□　協業組合
	□　商工組合
□　商店街振興組合
□　商店街振興組合連合会
□　生活衛生同業組合

	市内での事業開始時期
	　　　　年　　　月

	直近決算期における
売上高
	　　　　　　　　円

	直近決算期における
資産総額・負債総額
	資産総額　　　　　　　　　　　円
負債総額　　　　　　　　　　　円
	※資産総額＞負債総額で
あること。

	自社の概要
（業種、事業内容、沿革等）
	


























	自社の特徴
（製品・サービスの特徴、競争優位性、独自性等）
	














	企業理念
	











	将来（おおむね５年後）に実現したい自社の姿・目標
	

















２　経営課題・社会課題に関する取組等
	経営課題・社会課題に関する取組状況
	（災害等への対応、価格転嫁、賃上げ、働きやすい職場環境づくり等の経営課題・社会課題に関する取組状況を具体的に記入すること。）

	
	








	経営課題・社会課題に関する今後の展望
	（経営課題・社会課題に関する今後の取組を具体的に記入すること。）

	
	












３　事業の内容
	事業名
	（40字以内で、事業内容が分かるような事業名とすること。）

	
	

	事業の概要
	（100字以内で、事業の概要を簡潔に記入すること。）

	
	



	区分
	□　付加価値額の向上
□　労働生産性の向上

	事業実施場所
	八戸市

	現状認識と
事業の目的
	（本事業の必要性と目的を、自社の現状・課題、競合分析・市場動向等を踏まえつつ、事例や数値等を用いながら具体的に記入すること。）

	
	











	事業内容
	⑴　具体的な実施内容（事業実施に当たっての構造的・技術的な課題とその解決方策、対象経費との関連性を示しながら記入すること。）





⑵　事業スケジュール（単年度）
	実施項目
	実施期間

	
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業化に至るまでの期間を記入すること。
※記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。

⑶　目標（付加価値額又は労働生産性の向上に係る３年後の目標値を、その根拠を示しながら記入すること。）






	実施体制
	（社内の実施体制（従事者や役割分担）のほか、外部の協力・支援機関先等を記入すること。）

	
	






	自由記述欄
【任意記入】
	（事業実施に当たっての工夫やアピールポイント等があれば記入すること。）

	
	











４　経営指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	項　　目
	１年前
(○年○月期)
	基準年度※1
(○年○月期)
	１年後
(○年○月期)
	２年後
(○年○月期)
	３年後
(○年○月期)

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	④営業利益（①-②-③）
	
	
	
	
	

	⑤人件費
	
	
	
	
	

	⑥減価償却費
	
	
	
	
	

	⑦付加価値額（④+⑤+⑥）
	
	
	
	
	

	伸び率※2（％）
	
	
	
	
	

	⑧従業員数※3
	
	
	
	
	

	⑨一人当たりの付加価値額
【労働生産性】（⑦/⑧）
	
	
	
	
	

	伸び率※2（％）
	
	
	
	
	


※１：「基準年度」には、申請時での直近決算期の数値を記入すること。
※２：「伸び率」は、「（各年度の数値-基準年度の数値）/基準年度の数値×100」で算出すること。
※３：「従業員数」は、労働基準法第20条の規定に基づく「解雇の予告を必要とする者」をいう。なお、パートタイム従業員が含まれる場合には、正社員の就業時間に換算した人数を算出すること。


５　給与支給総額の増加率
	項目
	２年前
(○年○月期)
	１年前
(○年○月期)
	基準年度※1
(○年○月期)
	１年後
(○年○月期)

	給与支給総額※2（円）
	
	
	
	

	伸び率※3（％）
	
	
	
	

	
	
	
	
	（2.0以上）


※１：「基準年度」には、申請時での直近決算期の数値を記入すること。
※２：「給与支給総額」には、次の①②に該当する経費を記入すること（福利厚生費、法定福利費、退職金は含まない。）。
①従業員や役員に支払う給与、賃金、賞与
②各種手当（残業手当、休日出勤手当、職務手当、地域手当、家族（扶養）手当、住宅手当等の給与所得とされるもの）
※３：「伸び率」は、「（各年度の数値-基準年度の数値）/基準年度の数値×100」で算出すること。


６　国若しくは他の地方公共団体その他公共団体又は市の他の補助金等（以下「他の補助金」という。）の申請状況
	□　過去１年以内に他の補助金で採択された、あるいは申請中の事業はない。
□　過去１年以内に他の補助金で採択された事業があり、当該事業は申請事業と別事業である。
（補助金名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（補助事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　他の補助金に申請中の事業があり、当該事業は申請事業と同一事業である。
（補助金名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（補助事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　他の補助金に申請中の事業があり、当該事業は申請事業と別事業である。
（補助金名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（補助事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※　当てはまるもの全ての□にチェックを入れること。
※　必要に応じて他の補助金で採択された、あるいは申請中の事業計画書等の提出を求めることがある。

